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地域生ラ舌支援事業実施要糸岡 新l日対照表 （案）  
（下線部が改正部分）  

現  行  改     正  案  

別 紙 1  

地域生活支援事業実施要綱  

1 目的～6 留意事項 （略）  

（別記1） （略）  

（別記2）  

コミュニケーション支援事業  

1 目的～3 対象者 （略）  

4 留意事項  

（1） （略）   

（2） 「手話通訳者」、「要約筆記者」には、それぞれ以下のものを含む。  

別 紙 1  

地域生活支援事業実施要綱  

1 目的～6 留意事項 （略）  

（別記1） （略）  

（別記2）  

コミュニケーション支援事業  

1 目的～3 対象者 （略）  

4 留意事項  

（1） （略）   

（2）「手話通訳者」、「要約筆記者」には、それぞれ以下のものを含む。  

ア 「手話通訳者」   

（ア）「手話通訳士」  

ア 「手話通訳者」   

（ア）「手話通訳士」  手話通訳を行う者の知識及び技能の審査■証明事業の  

認定に関する規程（平成元年5月20 

08号）に基づき実施された手話通訳技能認定試馬剣こ合  

格し、登録を受けた者  

都道府県が実施する手話通訳者養成研修事業において  

手話通訳者として登録された者  

市町村及び都道府県で実施する奉仕員養成研修事業に  

おいて「手話奉仕員」として登録された者  

手話通訳を行う者の知識及び技能の審査・証明事業の  

認定に関する省令（平成21年3月31日厚生労働省令  

第96号）に基づき実施された手話通訳技能認定試験に  

合格し、登録を受けた者  

都道府県が実施する手話通訳者養成研修事業において  

手話通訳者として登録された者  

市町村及び都道府県で実施する奉仕員養成研修事業に  

おいて「手話奉仕員」として登録された者  

（イ〉「手話通訳者」・■  

（ウ）「手話奉仕員」‥  

イ （略）  

（別記3）～（別記8） （略）   

（イ）「手話通訳者」・・  

（ウ）「手話奉仕員」‥  

イ （略）  

（別記3）～（別記8） （略）  



（別記9）  

サービス・相談支援者、指導者育成事業  

1 目的 （略）  

2 事業内容  

（1）～（4〉 （略）  

（5） 手話通訳者養成研修事業  

ア 事業内容 （略）  

イ 留意事項   

（ア）平成10年7月24日障企第63号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知「手  

話奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラム等について」を基本に実施すること。  

（イ）実施主体は、養成講習を修了した者に対して、登録試験を行い、合格者について、  

本人の承諾を得て、通訳者としての登録を行うこと。登録した通訳者に対しては、  

これを証明する証票を交付するとともに、本人の通訳活動の便宜を図るため、その  

住所地の市町村に名簿を送付すること。なお、活動ができなくなった通訳者につい  

ては、証票を返還させ登録を抹消すること。   

（6） 盲ろう着通訳t介助員養成研修事業  

ア 事業内容 （略）  

イ 留意事項  

「盲ろう通訳・ガイドヘルパー指導者研修会」（国立身体障害者リハビリテーショ  

ンセンター学院主催）や「盲ろう者向け通訳者養成研修会」（社会福祉法人全国盲ろ  

（別記9）  

サービス・相談支援者、指導者育成事業  

1 目的 （略）  

2 事業内容  

（1）～（4） （略）  

（5） 手話通訳者養成研修事業  

ア 事業内容 （略）  

イ 留意事項   

（ア）平成10年7月24日障企第63号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長通知  

「手話奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラム等について」を基本に実施するこ  

と。   

（イ）実施主体は、養成講習を修了した者に対して、登録試験を行い、合格者について、  

本人の承諾を得て、通訳者としての登録を行うこと。登録した通訳者に対しては、  

これを証明する証票を交付するとともに、本人の通訳活動の便宜を図るため、その  

住所地の市町村に名簿を送付すること。なお、活動ができなくなった通訳者につい  

ては、証票を返還させ登録を抹消すること。   

（6） 盲ろう者通訳・介助貞養成研修事業  

ア 事業内容 （略）  

イ 留意事項  

「盲ろう通訳・ガイドヘルパー指導者研修会」（国立障害者リハビリテーションセ  

ンター学院主催）や「盲ろう者向け通訳者養成研修会」（社会福祉法人全国盲ろう者  

う者協会主催）を修了した者を活用するなど、両研修会の内容を参考に実施すること。   

（7）～（9） （略）  

3 留意事項 （略）  

（別記10）・（別記11） （略）  

別 紙 2 （略）   

協会主催）を修了した者を活用するなど、両研修会の内容を参考に実施すること。   

（7）～（9） （略）  

3 留意事項 （略）  

（別記10）・（別記11） （略）  

別 紙 2 （略）  



（資料1－4）  

コミュニケーション支援広域支援検討事業   

都道府県別実施状況（平成21年度）  

既に実施   21年度より実施   22   既に実施   21年度より実施   22   
年度 より  

都道府県名         年度 より 実施   より  
より 実施   実施   

北準道   7  

○  滋賀県   ○   

l  ○  京都府   1  青森県  【  ○   

【  岩手県   ○  大阪府   
†  

重  

1   ○  

宮城県  
l u  

○  兵庫県   
【 ” ＼  ○  

秋田県   ○  奈良県   
L  

○  

山形県   ○  和歌山県  △【  」  
】  ○   

福島県  ○  鳥取県   

茨城県  ○  島根県   ○   

栃木県   
i  

○  岡山県   （⊃   

群馬県  △  △  ○  広島県   
芦   ○  

埼玉県  ○   山口県   
F  

○  ○  

千葉県  ○  徳島県  
○  

東京都   【○  香川県  ○   

神奈川県  ○  愛媛県  
t   ○  

新潟県  ○  
高知県  ○  ○   1  

富山県   ○  福岡県  
！  

○   

石川県   
‡  ○  ○  

佐賀県  
○  

福井県  ○  （⊃  長崎県  ○   

山梨県   ○  熊本県  ○   

長野県   ○  
1  

大分県  ○   

岐阜県   
【  

l  

○  宮崎県   

】  

l  

0   

静岡県   ○  鹿児島県   ○  

愛知県  
○墓  

沖縄県  ○ 

○   
三重県  △  △  

計   4  3  8  6  10  2  21   

＊上記欄中「既に実施」について、全市町村において統一的な広域派遣の仕組みが確立されている  
県については「O」印を、県で統一的な要綱を示し一部市町村で広域派遣を実施している県につい  
ては「△」印を記載。  

－22－  

鳥I   ‖  



小規模作業所の新体系等への移行状況調査  
○ 平成18年4月以降の新体系等への移行状況調査を実施した結果、平成21年4月時点では68．3％の小規模   

作業所が新体系等へ移行している。  

平成18年10月時点  平成21年4月時点  平成20年4月時点  

移行状況  か所数  割合  

移行  

地域活動支援センター   450か所   7．6％  

個別給付事業   163か所   2．8％（●一   
●●  

個別給付事業との統合等   144か所   2，4％   

小規模作業所のまま存続  5，150か所  87．2％   

合計  5．907か所  100．0％   

か所数   割合   

1，828か所  30．7％   

1，010か所  17．0％く．   

328か所   5．5％   

2，783か所  46．8％   

5．949か所  100．0％   

か所数  割合  

2．238か所  37．9％   

1，417か所  24．0％く   

379か所   6．4％   

1．870か所  31．7％   

5，904か所  100．0％   

（参考）  

100．0％）   

（59，4％）   

一一■＝＝■■●■■ （2ト5％） ■■＝＝■■■一一●   

（19．0％）  

（参考）  

100．0％）   

（57．7％）   

1■■＝■＝■ －●●  

（31．9％）  
●－＝■■●－■■－●   

（10．4％）  

（参考）   

（100．0％）   

（55．5％）   

●■一＝＝＝■－ 

（351％） ● 
●■＝＝●●一一●   

（9．4％）   

平成18年  

4月時点   

小規模   
作業所  

5，777か所  

こ‾ミて二二 1－  

平成18年10月時点  平成20年4月時点  平成21年4月時点  

個別給付と統合等  
328か所  個別給付と統合等 ∽  37gか所  

）  

※厚生労働省障害保健福祉部企画課自立支援振興室調べ   





小規模作業所の新体系等への移行状況調査【都道府県別：移行か所数】  

700  
（平成21年4月時点）  

442  
存続1，870か所  

600  移行4，034か所（移行率＝68．3％）  

疫   

鼻㍍ 罰  

500  ㌘軍く  ーm〉∧一心ノーーー…一■′－一仙－－－－一一一一一一 

400  

‡＝宗  

36  
くた：ト）  

車亀  琵葦  

65  
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